
居宅介護支援事業所たんぽぽ（事業者） 

重要事項説明書 

 令和7年1月1日現在 

    

【事業目的】 

 要介護認定を受けられた方々の居宅サービス計画（ケアプラン）の作成をいたします。介護支援専門員

が、利用者の心身状況、本人・家族の希望を伺い、居宅サービス計画書（ケアプラン）を作成し、各種のサ

ービス事業者との連絡調整を行います。   

【利用運営方針】 

（1） 支援事業者は利用者が要介護者となった場合、その可能な限り居宅において、その有する能力に応

じた日常生活を営むことができるよう配慮して行います。 

（2） 支援事業者は利用者の選択により、心身の状況、その置かれている環境等に応じて、適切な保健 

サービス及び福祉サービス、施設等の多様なサービスと事業所の連携を得て、総合的かつ効果的に

提供されるよう配慮して行うものとします。 

（3） 支援事業者は利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立ち、利用者に提供されるサー

ビス等の種類、特定の事業者に不当に偏することのないよう公正・中立に行います。 

（4） 支援事業者は被保険者の要介護認定に係る申請に対して、利用者の意思を踏まえ必要な協力をし、

その支援も行います。 

（5） 事業の実施に当たっては、関係市町村、地域包括支援センター、他の居宅介護支援事業者、介護予

防支援事業者及び介護保険施設、障害者の日常生活および社会生活を総合的に支援するための法

律に規定する指定特定相談支援事業所等との密接な連携に努めます。 

 

１.居宅介護支援事業所たんぽぽの概要 

事業所名  居宅介護支援事業所たんぽぽ 

住 所  〒350-2213 埼玉県鶴ヶ島市大字脚折 145-1 

電 話  049-271-1170  ファックス 049-279-5787 

事業内容  居宅介護支援  

サービスを提供する地域 鶴ヶ島市、坂戸市 その他の地域は応相談となります 

 

２.同事業所の職員体制 

 常勤 兼務 

管理者・主任介護支援専門員  １名 

主任介護支援専門員 １名  



介護支援専門員 2名  

 

３．業務の時間  

平日 （月）～（土）  午前８時４０分から午後５時２５分 

  但し、国民の休日及び１２月３１日～１月３日、第１と第３土曜日の午後（午前８時３０分から午後１２時３０ 

分まで）はお休みです。 

   ２４時間連絡が可能な体制を取っており、必要に応じて利用者の相談に対応する体制も取っています。 

 

４．利用・申込み方法 

   居宅介護支援の申し込み後、居宅介護支援契約書に基づき、その概要について説明し、居宅介護支 

援契約を結んでいただきます。その後、市町村役場の介護保険担当課に「居宅サービス計画作成（変 

更）依頼書」に必要事項を記入し提出することによりサービスが開始されます。この「居宅サービス計 

画作成（変更）依頼書」を提出しないとサービスにかかる費用は、自己負担となってしまいます。 

 

５． 居宅介護支援事業所の義務について 

（1） 指定居宅介護支援事業所は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ、利用者又はその

家族に対し、利用者が病院又は診療所に入院する必要性が生じた場合は、介護支援専門員の氏名

及び連絡先を当該病院又は診療所に伝えるよう求めます。 

（2） 介護支援専門員は、指定居宅サービス事業者等から利用者に係る情報の提供を受けた時やその他

必要と認める時は、利用者の口腔に関する問題、薬剤状況、その他の利用者の心身又は生活の状況

に係る情報のうち必要と認めるものを、利用者の同意を得て主治の医師、歯科医師又は薬剤師に提

供します。 

（3） 介護支援専門員は、利用者が訪問看護、通所リハビリテーション、訪問リハビリ等の医療系サービス

の利用を希望している場合やその他必要と認める場合には、利用者同意を得て主治の医師又は歯

科医師の意見を求めます。その場合において、介護支援専門員は、居宅介護サービス計画を作成し

た際には、当該居宅介護サービス計画を主治の医師に交付します。 

（4） 指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援の提供の開始に際し、あらかじめ、居宅サービス計

画が基本方針及び利用者の希望に基づき作成されるものであり、利用者は複数の居宅サービス事

業者等を紹介する様求めること、当該事業所をケアプランに位置付けた理由の説明を求めることが

出来ます。  

（5） 介護支援専門員は、福祉用具の適時、適切な利用、安全を確保する観点から、一部の福祉用具（固

定用スロープ、歩行器（歩行車を除く）、単点杖、多点杖（松葉杖を除く））について貸与又は販売を選

択できることに対して十分説明をし、選択に当たっての必要な情報提供及び医師や専門職の意見、



利用者の身体状況を踏まえた提案を行います。 

 

６．居宅介護支援の内容及び利用料 

   利用者の心身状況やその環境、本人及び家族の希望により居宅サービス 計画を作成します。 

（1） 利用料 

要介護認定を受けた方々は、介護保険制度から全額給付されるので、利用者の自己負担はありませ

ん。 

（2） 交通費 

交通費の自己負担がない地域  鶴ヶ島市、坂戸市、にお住まいの方その他地域は応相談となります。

交通費が実費になる地域は上記以外にお住まいの方で、通常の事業の実施地域を超えた地点から片

道１０キロ未満は３２０円、１０キロ以上は５３０円を微収いたします。 

（3） 解約 

居宅介護支援の契約はいつでも解約することができます。  

 

７.緊急時の対応方法 

   サービス提供中に利用者の様態に急変があった場合は、主治医に連絡する等、必要な処置を講ずる 

ほか、ご家族が不在の場合など、必要に応じて緊急連絡先へ速やかにご連絡します。 

 

８.事故発生時の対応について 

   利用者に予期せぬ事故が発生したときは、下記のとおり迅速かつ適切な対応により円滑かつ円満な 

解決につとめます。 

（1） 居宅介護支援サービスの提供により、利用者に対する事故が発生した場合には、速やかに市町村や

家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じるものとします。 

（2） 事故が生じた際には、その原因を解明し再発生を防ぐための対策を講じます。 

 

９．虐待の防止について 

事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の発生又はその再発を防止するために、次に掲げるとおり必要 

な措置を講じます。 

（1） 年1回以上の虐待委員会の開催をするとともに、結果について職員へ周知を行います。 

（2） 虐待防止のために指針の整備を図ります。 

（3） 虐待防止研修の実施を年1回以上行います。 

（4） 専任担当者の配置を行います。 



サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に養護している家族・親族・同居人等）による虐待を

受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市町村に通報します 

虐待防止に関する担当者 所長  福島松子 

１０．衛生管理等                                                         

事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じます。  

（1） 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会をおおむね年 1回以

上開催するとともに、その結果について職員への周知を行います。 

（2） 事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針の整備を図ります。 

（3） 職員に対し、感染症の予防及びまん延防止のために研修及び訓練を定期的に行います。   

１１．業務継続計画の策定等について 

（1） 感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定居宅介護支援の提供を継続的に実施す

るための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、当該業

務継続計画に従って必要な措置を講じます。 

（2） 事業所は、職員に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実

施していきます。 

（3） 事業所は、定期的に事業継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものと

します。 

１２．苦情・ハラスメント処理   

   事業者は、利用者からの相談、苦情、ハラスメント等に対応する窓口を設置し、自ら提供した居宅介護 

支援または居宅サービス計画（ケアプラン）に位置づけた居宅サービス等に関する利用者の要望、苦 

等に対し、迅速かつ適切に対応します。 

 

苦情相談窓口 電話 049-271-1170 （担当者） 福島 松子 

     相談時間 午前８時４０分から午後５時２５分  

    

その他の苦情相談窓口として下記に直接申し立てることもできます。   

市町村介護保険担当 鶴ヶ島市 TEL 049-271-1111 

坂 戸 市 TEL 049-283-1331 

埼玉県国民健康保険団体連合会 TEL 048-824-2568 

川 越 市 TEL 049-224-8811 



日 高 市 TEL 042-989-2111 

鳩 山 町 TEL 049-296-1211 

毛呂山町  TEL 049-295-2112 

 

１３．秘密保持と個人情報の保護について 

（1） 利用者及びその家族に関する秘密保持について事業者及び事業者の使用する者は、サービス提供を

する上で知り得た利用者及びその家族に関する秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしません。この

秘密を保持する義務は、契約が終了したあとも継続します。 

（2） 個人情報保護について事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者に おい

て、利用者の個人情報を用いません。 

また、利用者の家族の個人情報についても、予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議で利

用者の家族の個人情報を用いません。 

事業者は、利用者及びその家族に関する個人情報がふくまれる記録物については、善良なる管理者

の注意をもって管理し、また処分の際にも第三者への漏洩を防止するものとします。 

 

１４, 居宅介護支援業務以外の取り扱いはお引き受けいたしかねますので、ご了承下さい。 

（例＝下記参照） 

・  病院などの通院時の院内介助や、診療予約行為、診察券などの受け渡し、また医療に係わる行為   

・ 業所の車に同乗すること 

・  銀行での入出金の代行や金銭の貸し借り行為 

・ 特定宗教、政党選挙に係わる勧誘_ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



  

利用料（1 ヶ月の料金） 

        算定項目   単位数   金額 算定単位 

≪居宅介護支援費≫   1 ヶ月に付き 

   要介護１・２ １，０８６単位 １１，３１６円  

   要介護３・４・５ １，４１１単位 １４，７０２円  

≪初回加算≫ ３００単位 ３，１２６円  

≪特定事業所加算≫    

  特定事業所加算Ⅰ ５１９単位  ５，４０７円  

  特定事業所加算Ⅱ ４２１単位 ４，３８６円 

   特定事業所加算Ⅲ ３２３単位 ３，３６５円 

  特定事業所加算A １１４単位 １，１８７円 

≪入院時情報提供加算≫                            

 
   入院時情報提供加算Ⅰ ２５０単位 ２，６０５円 

   入院時情報提供加算Ⅱ ２００単位 ２，０８４円 

≪退院・退所加算≫     

   退院・退所加算Ⅰイ ４５０単位 ４，６８９円 1 回に付き 

   退院・退所加算Ⅰロ ６００単位 ６，２５２円   

    退院・退所加算Ⅱイ ６００単位 ６，２５２円 

   退院・退所加算Ⅱロ ７５０単位 ７，８１５円   

   退院・退所加算Ⅲ ９００単位 ９，３７８円   

≪緊急時等居宅カンファレンス加算≫ ２００単位 ２，０８４円 月 2回限度  

≪ターミナルケアマネジメント加算≫ ４００単位 ４，１６８円 １ヶ月に付き 

≪特定事業所医療介護連携加算≫ １２５単位 １，３０２円  

≪通院時情報連携加算≫ ５０単位 ５２１円  

事業所は特定事業所加算Ⅱを取得しています。１単位＝10.42円で計算します。（地域区分 ６級地） 


